
衛星データ提供者のみならず非宇宙産業や国・
地方公共団体等のユーザーを巻き込み推進

内閣府（宇宙政策）における衛星データ利活用拡大を先導する取組

衛星リモートセンシングデータ
利用モデル実証プロジェクト

✓国・地方公共団体

✓農林水産業

✓損保・電力・地図・測量

等

多様な潜在的ユーザー衛星データ提供者

グッドプラクティス事例集の策定・公表

国内外の衛星データ利用の先進事例を収集・公表

利用の裾野拡大
利用者目線での利用モデル開発・実用化
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内閣府（科学技術政策）における
被災状況解析・予測技術の開発 SIP第2期「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」

 SIP第２期において、発災直後に、世界各国の衛星を用いて、災害対策本部
が広域的な被害状況を迅速に把握することができる仕組みを研究開発

現状

• 発生直後における被害
状況の俯瞰的把握が困難

• 政府災害対策本部が
効果的に動けない

南海トラフ巨大地震では
広域に被害が出る恐れ

政府 災害対策本部

最終目標(社会実装)

災害対策本部が
発災後２時間 で広域的
な被害状況を把握し，
最適・迅速な初動対応が
可能となる

最終目標(研究開発)

• 国内外の多数の衛星を活用した
被災状況把握の自動化

• リアルタイムで広域被害状況を把握
可能に
予測シミュレーションをトリガリング情報
として利用し，世界各国の衛星を用いてベ
ストエフォートで発災後2時間以内の「観測
→解析→提供」の自動化を実現し，早期の初期
対応を実現
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※

※ SIP終了後の、連携する衛星の更なる
確保の取組を踏まえた目標として設定



内閣府（科学技術政策）における
ワンストップシステムのプロトタイプ構築、実証開始
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② 国際災害チャーター
Sentinel-1A, 1B
RESURS-P
LANDSAT-7,8
TerraSAR-X
KANOPUS_V
TANDEM_X
SPOT-6,7
PREIADES

CBERS-4
UK-DMC-2
WorldView-2
GeoEye-1
GF1
KOMPSAT
RADARSAT-2

ワンストップ被災状況分析
情報提供システム

＜利用者＞
・政府

・現地災対本部
・ISUT ＆ 自治体

③ 商用衛星・小型衛星データの購入
宇宙機関等との連携協定等

 どこが危険か（=観測すべきか）わかる
 衛星がどこをいつ撮れるかわかる
 衛星の観測を依頼（=タスキング）できる
 衛星データと解析結果を入手して活用できる
 各種入手データのステータス管理ができる

① 基幹衛星 ALOS-2

政府からの観測
要求を受けて国
内外の宇宙機関
へ観測要求

*ALOS-3,4開発中

④ 定常観測衛星 Sentinel-1A,B

…

令和２年度にプロトタイプシステムを構築。府省庁との利用実証を開始。
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